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第１章 はじめに 

 

１．１ 活動の背景と目的 

 数年前から、にわかにオープンシステムやダウンサイジングといった言葉が盛んに言われ

始め、ユーザー企業の関係者（主に情報システム部門）は時代に遅れまいと思いつつも、一

方ではこれまでのシステム資産やシステムの管理・運用を考えると軽はずみな判断はできな

い。 

 オープン化やダウンサイジング化がメーカーやベンダーのマスコミを利用しての過剰なＰＲ

ではないかとの 思いもあるが、冷静に考えれば情報技術の飛躍的な発展の中で自然の流

れである。しかしユーザーである企業にとっては情報システムはあくまでその企業活動を 効

果的に行うための一つの道具であって、先進的な技術といった評価のみではその採用に踏

み切れない。 

 このような状況を認識し、確かに大きな流れであるオープン化を業務適用の側面から調

査・研究することに よって、現在におけるオープン化の課題やメリット、そして今後の展開上

のポイントをユーザーからの視点で報告・提言することは、これから真に普及をしてい く時

期には非常に意義のあることであると思われる。 

 本研究部会は、オープンシステムの事例を研究するにあたって、事例を技術面から分析し

てオープンシステ ムがどう作られているかを調べるのではなく、まず、オープンシステムがど

んな所にどの程度普及しているのかを知りたいと思った。どういう業務領域に多くの 事例が

あるのか、従来型のシステムとの棲み分けがどうなっているのかなどである。それを知ること

によって、現時点でのオープンシステムが実際にどの程度の ものであるのかが見えてくると

考えたからである。オープンシステムに関する新聞雑誌の記事、各種のセミナー、展示会な

どは数多く見られるが、そこで紹介されている事例はオープンシステムをプロモートする側に

とって都合のよい事例であり、都合のよい見方で紹介されていると考えるのが当然であろう。

我々は、同 じ事例を別の見方で見て、その実態に迫り、オープンシステムの現状と今後の

進め方に関して報告・提言を行うこととした。 

 

１．２ 研究活動の経緯 

 事例をベースにオープンシステムをどのように明らかにしていくかといったことを初めの議

論として、平成５年１月に部会活動を開始した。 

 典型的な事例を深く掘り下げていくか、あるいは幅広く事例を取り上げていくかの議論を経

て、初年度の研究活動ということもあって、幅広く事例を取り上げることとした。 
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 オープンシステムの定義も議論の的となったが、あくまで実務的な面からオープンシステム

をとらえることとし、事例の抽出先を日経関係の記事・文献とした。 

 平成５年９月から抽出した事例をメンバーにて分担して中身を吟味、平成５年 11 月の合宿

部会において、それらの共通項を仮説といった形で表現した。 

 その仮説の証明と客観性を高めるために、平成６年２月に会員の中ですでにオープンシス

テムを稼働中であると表明している企業に、その状況のアンケート調査をお願いし、その集

計結果を受けて最終報告書のまとめを行った。 

 本報告書は約１年間の活動の成果物である。 
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第２章 文献事例からみたオープンシステム 

 

２．１ 事例調査の概要 

（１）事例調査の前提 

  オープンシステムというと、まず、どのような技術を持ってそのシステムが実現されているの

かということに目が向いてしまうのが普通であろう。通常、文献等もそういった観点から事例を

紹介していることが多い。 

 しかし、実際にユーザーにとって必要な情報は、オープンシステムを用いて何ができるの

かということではないだろうか。 

  我々は、文献に紹介されているオープンシステムの事例をその業務機能と適用分野から

分類し直すことによって、現時点でオープンシステムで何ができるのかを考察し、現在のオ

ープンシステムの実態に迫りたいと考えた。 

（２）事例の分類 

    ① 適用分野 

  業務機能は、業種によって大きく異なる。このため、すべての業種に共通するであろう業

務を本社系として一括し、それ以外は業種により異なる業務機能ごとに事例を分類すること

とした。 

・ 本社系：総務・庶務、人事、労務、経理、財務、企画全般、全社 

・ 製造業系：営業・販売、設計・技術、生産、工程管理、購買、物流、アフターサービス、そ

の他 

・ 倉庫・運輸業系：営業・販売管理、輸送、設備、その他 

・ 流通業一般系：販売・外商、受注・発注、仕入、在庫、配送・物流、その他 

・ 金融業系：業務（営業）、国際、証券、資金・為替、不動産、融資、事務センター 

・ 一般サービス業系：外食、レジャー・観光・ホテル、新聞、放送、出版、広告、調査・情報

処理、その他のサービス 

・ 電気・ガス・通信：料金、営業、施設・設備、その他 
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・ その他系：官公庁、学校、病院、その他 

    ② 適用業務 

事例の内容を考慮し、Ｄｏ、Ｃｈｅｃｋ、Ｐｌａｎ、Ａｎａｌｙｓｉｓ、ＯＡの ５つの観点から分類すること

とした。 

・ 業務系 

Ｄ：日々の業務に基づいて、その処理を行う上で必要な基本データを生成するシステム。 

Ｃ：業務データの集積、管理システム 

 ・情報系 

Ａ：集積されたデータを用いて予測を行うシステム 

Ｐ：集積されたデータから計画を作成するシステム 

      ＯＡ：オフィスの作業効率を上げることを目指したシステム 

    ③ 事例抽出 

   我々は、その利用の簡便性と事例の網羅性から、日経データベースを文献調査の母集

団とした。 

   この母集団に対して、図２－１に示すようなキーワードを用いて２回の事例抽出を行った。 

 

 
図２－１ 
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   事例の抽出が２回となったのは、１回目の抽出で取り出した事例に極端な業種の片寄り

があったためである。このため２回目の事例抽出では、各業種の代表といえる企業名をキー

ワードに加えている。 

 この２回の事例抽出作業により、約 920 件の記事を取り出すことができた。 

  このうち、システム事例であって、そのシステムがオープンであるといえる可能性のある記

事は 158 件あった。 

 

２．２ オープンシステムとした条件と適合事例 

（１）オープンシステムとした条件 

 上記のように抽出した 158 件の記事であるが、その中には、オープンシステムであるとい

えるかどうか疑わしい事例や、同一事例の重複、システムに関する情報がほとんど記述され

ていない記事も存在していた。 

  この中からオープンシステム事例を抽出するための方法として、我々はオープンシステム

が成り立つための技術要素をその事例が持つかどうかを判断基準とした。 

 オープンシステムが成り立つための技術要素とは、以下の技術要素である。オープンシス

テム事例は、少なくともこのうち１つ以上の要素を持つ。ここでは、記事中に存在する文言だ

けでなく、記事から推測される情報までを考慮した。 

 ① クライアント／サーバーシステム 

 ② 開放型ＯＳの採用（注・複数のプラットホームで稼働可能なＯＳ。ex. ＵＮＩＸ、ＭＳ－Ｄ

ＯＳなど） 

 ③ＲＤＢＭＳの利用 

 ④ＩＳＤＮ接続 

 ⑤ダウンサイジング 

 ⑥異機種接続 

 ⑦ＬＡＮ接続 

 ⑧エンドユーザー・コンピューティング 

 ⑨分散処理（注・複数マシン間における処理の分散をめざしたシステム） 

 ⑩標準通信プロトコルの採用（注・ex. ＴＣＰ／ＩＰ、ＯＳＩなどのプロトコルを採用） 

（２）適合事例 
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  （１）の考え方により、オープンシステム事例として前項で抽出した 158 件の中から適合し

たものが 57 事例であった。この事例の一覧表化したものを「オープンシステム事例一覧」（図

２－２）に示す。 

 

 

図２－２ 

 

 オープンシステム事例一覧では、その特徴を探るために以下の観点からも事例を分類して

いる。 

     ① 部門システム 

       システム化の利用者が一部門内に閉じられているようなシステム。 

     ② バッチ主体のシステム 

     ③ 利用部門が主体となって開発 

     ④ 新規／再構築 
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     ⑤ 支援業務を対象とするシステム 

         システム化の対象は基幹業務そのものではなく、補助業務（支援業務）のもの。 

 

２．３ まとめとその特徴 

  適合した 57 事例を分類したものが図２－３－１の事例マップである。事例マップと事例一

覧表から、現在のオープンシステム事例について以下の特徴をあげることができる。 

 



 

 

 9  

 

 

図２－３－１ 
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事例一覧表 

 

（１）適用業務面から 

    ① 業務系のシステムをオープンシステム化した事例が多く、情報系のシステムの事例の

ほうが少ない。 

    ② 業務系のなかで、支援業務の割合が多い。 

    ③ 基幹業務そのものを対象としたシステムは少ない。 

（２）オープン化技術面から 

    ① クライアント／サーバーシステムを採用している事例がかなり存在する。 

    ② 業務系のシステムに限ると、半分ほどの事例でクライアント／サーバーシステムを採

用している。 

（３）開発導入面から 

    ① 事例の半分は部門システムである。 

    ② 部門システムの中では、業務系を対象とした事例の割合が多い。 

    ③ バッチを主体としたオープンシステムはほとんどない。 

    ④ 利用部門が主体で開発されたシステムは多くはないが、そのほとんどが業務系を対
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象としている。 

    ⑤ 再構築されたシステムはそれほど多くを占めないが、そのほとんどが業務系を対象と

している。 
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第３章 オープンシステムへの仮説 

 

  ここでは、前章でとりまとめた文献事例調査結果の特徴に対して、ユーザーの立場から、

適用業務、技術、開発／導入の側面から考察した。 

３．１ 事例調査結果の考察 

（１）適用業務面から 

    ① 業務系のシステムが多い 

 業務系（ＤＯまたはＣＨＥＣＫ）のシステムが 68％（39／57 件） 

   オープンシステムは、業務系を適用対象とした構築事例がかなり多い。これは業種を問

わず言える。 

従来型のシステムもまず業務系から構築され、順次情報系へと拡大された。その意味で、従

来型と適用業務面での相違はないと思える。 

   業務系が多いのは、もちろん、その分野のシステム化ニーズが高く、また重要なこともあろ

うが、一方で、 

・オープンシステム化の結果を評価する上で、比較のモデルとなる従来型システムがたくさ

んあって判断が容易なこと 

・やはりこの分野で構築を経験してみないとオープンシステムの本当のところはわからない 

  という導入ユーザーの意識の表れと見ることもできるのではないだろうか。 

    ② 基幹業務そのものを対象としたシステムは少ない（18／57 件） 

   導入ユーザーは業務系のオープンシステム化を試みているが、そのシステムが止まったら

業務運営上重大な支障をきたすというような基幹業務そのものに対しては、二の足を踏んで

いる。 

 現状ではユーザーは横並びで、そうした分野への先進事例、成功事例の出現待ちといっ

た状況といえる。しかしオープンという言葉に代表される新しい情報技術の未熟さ、不安定さ

の解消とともに基幹業務への適用が加速されていくであろう。 

（２）オープン化技術面から 

    ① ＣＳＳを採用したシステムは予想以上に多い（23／57 件） 
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    ② 業務系のシステムに限って見ると、約半数がＣＳＳ型（19／39 件） 

   予想以上にＣＳＳが使われている、というのが調査結果からみた率直な実感である。いわ

ゆる従来型のホストシステムとオープンシステムとを切り分ける大きな技術的特徴であるＣＳＳ

に導入ユーザーは積極的に取り組んでいる様子が、この結果からうかがえる。 

   では、実際にクライアント側ではどういったアプリケーションが構築されているのであろう

か？ 

    情報系のシステムでは、比較的パッケージが利用しやすい。パッケージが用意している

ＣＳＳ機能の範囲で実現しているだけであろうか。それともＡＰソフトを作り込んで業務系シス

テムの分野で本格的なＣＳＳを実現しているのであろうか？ 

   我々は、この点について何度か議論を重ねた。そして得られた結論としては、本当の意味

でのＣＳＳはまだまだ少ないということである。 

 オープンシステム化したが、その実態は、従来の「ホスト＋回線＋ダム端末」が「ＷＳ＋ＬＡ

Ｎ＋ＰＣ」に変わったが、処理形態は従来型モデルを踏襲している。 

 現状ではまだこれが多数ではなかろうかというのが、部会メンバーの経験に照らして納得

できる感覚である。 

（３）開発導入面から 

    ① 事例の半数が部門システム（29／57 件） 

・ 部門システムが 50％ 

・ 部門システムのうち、業務系を対象としたものが 62％（18／29 件） 

  部門システムが多い。ホスト上にシステムを構築するときは従来は何でも全社システムであ

った。それと比較すれば、オープンシステムは部門システムであるといっても過言ではないよ

うな気がする。 

 部門システムが多くなっている要因は、 

・ オープンシステム化の中心的対象となっている補助的業務と情報利用系は、取り扱う部

署とデータ量が、基幹系と比べれば少なくて済む 

・ オープン化技術の信頼性をある程度見極められるまでは、システム障害時の影響波及範

囲を局所化しておきたい 

などが挙げられる。 

   部門システムの位置づけで、業務系をシステム化の適用対象とし、かつ基幹業務よりも補

助的な支援業務向けであるというのは、従来のオフコンシステムの分野である。 

   つまり、コストが安い、運用が手軽である等の理由から導入されてきたオフコンシステムの

分野に対して、さらにコンピュータベンダーに縛られずに最適なマシ ンを利用したい、操作
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性のよい簡単なＳ／Ｗを利用したい等のニーズが加わって登場してきたのがオープンシス

テムである。 

    ② バッチを主体としたオープンシステム事例はほとんどない 

   大量バッチの処理システムは、まだまだホストシステムの得意分野なのだろう。オープンシ

ステム は特に入出力まわりの部分、例えば大規模高速向けのディスクやプリンタの機器及

びバッチ運用支援Ｓ／Ｗ等の技術が未熟であり、この面では明らかにホストシ ステムに一

日の長がある。 

   また、この分野はそもそもオープン化のメリットがないのではと考えているユーザーも多い

と思われる。 

    ③ 利用部門のシステム構築参加が増えている 

・ 利用部門が主体で開発されたシステムは 20％（12／57 件） 

・ そのうち業務系を対象とするシステムが 80％（10／12 件） 

    ＯＡ系のシステムを除いては、情報システム部門主導による開発が多かったシステム構

築にも徐々に変化が起き始めている。 

    業務系システムの開発でも、利用部門が主導的役割を発揮したり、あるいは相当のレベ

ルまで開発に参画するケースが出てきている｡  これはオープンシステムが部門システムと

して構築されるものが多いので必然的な面もある。 

 同時に、オープン化により開発が簡単にわかりやすく行えるソフトウエアツールが増えてき

たことで、それなら自分たちで作った方が早いし、またその方がより自分たちのニーズに合っ

たものができるという利用部門側の意識の変化も影響していると思われる。 

    ④ オープンシステムの業務系への適用は再構築がほとんど 

・ 再構築されたシステムは、業務系を対象としたものが 95％（18／19 件） 

   適用業務面からの考察で触れたとおり、オープンシステムは業務系を対象としたものが多

い。業務系システムはどの企業でも従来型システムが既に構築されている領域が広いので、

再構築が多くなるのが自然であろう。 

 

３．２ 仮説の設定 

  オ－プンシステムに適する業務領域として、企画業務や分析業務などのいわゆるＰＬＡＮ

とＣＨＥＣＫの業務が挙げられることが多い（例えば「92 年度 ＪＵＡＳオ－プンシステム研究

部会報告」情報システムフォ－ラム 92 年 12 月号；ｐ92－93）。前項の考察から見てみると、ど

うとも言える微妙なところ である。絶対数からいえばむしろＤＯにあたる業務が多い。しかし、
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この領域はシステム化の対象領域として、もともと数が多い領域なので、比率から言えば Ｐ

ＬＡＮとＣＨＥＣＫが多いと言えるかもしれない。業務機能に分けて眺めても、営業・販売領域

が多少多いといえるくらいで、決定的な傾向は見えない。むし ろ、予想以上に多くの業務

分野に散らばっているというべきかもしれない。 

  オ－プンシステムのキ－ワ－ドの分布を見てみると、ＬＡＮ接続が圧倒的に多く、次いで

分散処理、開放型ＯＳが多い。異機種接続、ＣＳＳ、ＲＤＢＭＳ、ダウ ンサイジング、ＥＵＣと

続き、標準通信プロトコルとＩＳＤＮ接続はずっと少なくなっている。しかしこの数字はアンケ

－ト調査の結果ではなく新聞雑誌の記事 であるから、記事に書かれていないからといって

そのキ－ワ－ドに該当しないとは言い切れない。 

 このように見ていくと、このマップを統計的に分析して、ある一つの方向を出すのは難しく、

ましてや確定 的な結論を引き出すことは適当でないといわざるを得ない。そこで、数字の裏

側に隠れた実態に迫るため、数度の議論を経て８つの仮説を立て、その仮説を軸に して考

察を行うことにした。 

仮説１：対象は部門システムの範囲に限定されている 

  日 本においてはオ－プンシステムはまだその緒についたばかりであって、未解決の問題

も多い。したがって、周りの様子を見ながら勉強して徐々に進めていこうと するユ－ザ－が

ほとんどではないか。その場合、本格的なオ－プンシステムを一挙に全社展開するという戦

略をとるよりは、はじめは扱いやすくリスクも少ない 部門システムに範囲を限定して進める方

針が多くとられるであろう。 

仮説２：従来のオフコンの分野がシステム化の対象となっている 

   オ フコンの特徴として、低価格、コンピュ－タ室として特別の設備がいらない、専門のオ

ペレ－タがいらない、などが挙げられる。システムの機能の面では、基本 的かつ標準的な

デ－タ処理が大部分であり、その結果としてアプリケ－ション・パッケ－ジが多く使われてい

る。これらの特徴から考えて、この分野が「はじめ てのオ－プンシステム」の対象として選ば

れる可能性が高い。 

仮説３：処理形態は従来型の踏襲。本格的なＣＳＳは少ない 

  広 範囲に張り巡らされたネットワ－クの上にＤＢサ－バ－やアプリケ－ション・サ－バ－を

自由に分散して配置するような本格的なＣＳＳを構築するには、設計の 方法論が未完成で

あるし、セキュリティ面など未解決の問題が多く残っている。また、ハ－ド面でのインフラ整備

だけでなく、業務面での構造的な見直しも必要 になってくる。このような大がかりな投資と改

革を伴うような本格的なＣＳＳが構築された例は、 

   まだそれほど多くはないであろう。 
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仮説４：大量バッチ主体のシステムはない 

   大 量のトランザクションを一か所に集めて処理する形態では、過去に蓄積されたソフトウ

エア資産やノウハウも含めて考えれば、従来のメインフレ－ムによる集中 型システムの優位

性を崩すほどの製品や技術はまだ現れてはいない。オ－プンシステムはＬＡＮまたはＷＡＮ

の上で考えるもの、というとらえ方が一般的である。 

仮説５：利用部門主体の開発である 

   最 近のビジネスのトレンドとして、顧客を重視することが極めて大切になってきた。製造

業においてすら技術優先の時代は既に去り、市場の創生が求められる時代 である。すなわ

ち、多様化し、急速に変化する顧客のニ－ズに即応して、迅速な意思決定と業務処理とを

行うために必要な情報システムは、利用部門自らの手で 開発・維持しなければ間に合わな

いのである。そして、深い専門知識や豊富な経験がなくともシステムの開発ができるように考

えられたツ－ルがあるというの が、オ－プンシステムのよさでもある。 

仮説６：再構築／改造が多い 

   こ の仮説を立てた理由は２つある。ほとんどの団体・企業・組織において既に情報システ

ムは導入済みであると考えられるので、オ－プンシステムがまったく新し い領域に構築され

るという例は意外に少ないのではないか。オ－プンシステムにはネットワ－クがつきものであ

るといえるが、それは単なる処理の分散、デ－タ の分散ではなく、業務の分権化であること

が多いのではないか。そしてそれは、従来の業務システムの構造の見直しから提案されたも

のであるのではないか。 

仮説７：再構築は全社システムを部門システムとして再構築している 

    オ －プンシステムに向かう大きな理由として、ＩＳ部門による集中型のシステムでは、ユ

－ザ－のニ－ズに合った柔軟なシステムを開発し維持していくことが難し くなってきたこと

が挙げられる。顧客のニ－ズへの迅速な対応や、素早い意思決定を行うには、分権化、つ

まり現場への権限の委譲が行われなければならない。 

   業務構造の見直しが必須である。それに伴ってシステムの分権化、別の言い方をすれば、

全社システムから部門システムへの再構築が起こりつつある。また、コストダウンや開発生産

性向上などの側面からも、部門システム化へ流れているものもある。 

仮説８：基幹システムよりも補助業務または情報利用系が中心である 

  日 本においてはオ－プンシステムは始まったばかりであり、本格的なＣＳＳはこれからの

課題である。しかしながら、利用部門主体で、既存のシステムを分散する 形での再構築が

次第に進んできている、というのが今までに述べた仮説である。そうだとすると、メインフレ－
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ムによる従来型の基幹システムは維持しながら、 そこから取り出した情報を部門ＤＢ化して

提供し、ＥＵＣなどで利用する形のシステムが、今のところは多いと考えられる。 
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第４章 仮説が成り立つための要因の整理 

 

 前章でも述べたとおり、オープンシステムの形態を事例分析を通じて８つの仮説に分類し

たが、各仮説の成り立つ背景を思い浮かべて見ると、それぞれの仮説には、いろいろの視

点からの期待（メリット）がこめられているはずである。 

 そこで、情報システムを企画するときに検討する視点と同じ観点で評価要素を洗いだし、こ

こで考えた各仮説が、評価要素ごとにいくつかのメリットを持つことで仮説の可能性を検証

することにした。 

 なお、本章は、あくまで机上で検討した結果であり、次章の実例調査結果と合わせて参考

にしていただきたい。 

 また、この仮説検証作業の中で、オープンシステムの構築における課題についても洗いだ

しを行った。今後 は、この課題を克服することによって情報システムのオープン化が一層加

速され、情報システムの期待効果もより一層発揮されるとともに、ますます情報システ ムの

高度化に貢献できると考える。 

４．１ 整理のための３つの側面 

 仮説の評価要素としては、企業の経営資源である人・モノ・金の視点から洗いだしを行い、

添付資料に示すとおり、人の視点では教育的／組織的観点、モノの視点では技法やツー

ルなど技術的観点、金の視点では外部環境観点として評価することにした。 

（１）教育的／組織的観点 

    ① 教育的観点から考えると、開発要員と運用要員の２つの要素が考えられる 

   情報システムのオープン化がここ３～４年で急に騒がれ始めた感があり、開発要員から考

えて見ると、ＩＳ部門にとってオープンシステム化技術は新技術の感が強い。 

 そこで、新技術に対するスキル保有者が十分なのか、保有スキルのレベルは十分なのか、

さらには、新技術の習得における内部の教育体制は、メーカー／ベンダー教育がオープン

システム構築に十分と言えるのか、不足知識を補う参考事例は……、などの観点で期待効

果と課題について評価した。また、システムを管理 ／運営をしてきたＩＳ部門と利用部門に

分けた運用要員の面では、各担当者に求められる内容が何かを考えて評価することにし

た。 

    ② 組織的観点として、導入作業の役割分担と意思決定の２つの要素が考えられる 
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   システムのオープン化では、システム開発作業の役割にも変化があり利用部門の役割が

増してきて いる。また、システム当たりの投資額が縮小しており、投資の決定に関しては従

来の全社決裁から利用部門での決裁が可能になってきた。こういったことから、 オープン化

によって導入作業の役割分担や意思決定がどのように変化するのかといった点でも評価を

した。 

（２）技術的観点 

① システム開発の面では、構築技術としての品質や性能、ソフトウエア開発としてのツール

や技法に分けて考える 

   オンラインやバッチといった処理形態や全社的にまたがる大量処理など、いろいろなシス

テム形態 が求められるので、障害時の影響を考えた品質や性能面から評価することにした。

また、各企業固有のシステム化では、自社開発はある程度前提にした評価が必 要であろう。

そこで、オープンシステムでのソフトウエア開発の効率化を支援する設計ツールや技法、製

造ツール、検証ツールの面も評価項目に加えた。 

② システム運用の面では、オープンシステムとしての特長にも上げられる点は多いが、操

作性と拡張性の両面で評価した。特に、拡張性について     は、ネットワークやハードの構

成から見たシステムの拡張性と、パッケージソフトなどアプリケーションソフトから見た拡張性

の観点に分けた。 

③従来の汎用コンピュータでは一メーカーでシステムを構築するケースがほとんどであった

が、オープン システムではマルチベンダーでのシステム構築が普通である。そこで、メーカ

ーやインテグレータのシステム全体を通してのサポート力といった点に不安があ り、こういっ

た観点での評価も加えた。 

（３）外部環境観点 

① 企業を取り巻く環境が不透明で不連続へと変化をとげる中で、情報システムもリードタイ

ムの短縮化や情報処理の高度化に向けた変革が求められており、この点とオープン化につ

いて評価した。 

② 業務の効率化として業務プロセスを見直すことが話題となっている。特に、この推進の中

核に位置付けされているのが情報システムであり、情報システムの変革 を基幹システムの

再構築、補完システムの新規構築及びＥＵＣ環境構築の３つの観点に分けて、オープン化

との関係について評価した。 

③ 投資コスト面での評価は当然であるが、企業経営の観点から情報機器メーカーのマル

チベンダー化も必然であり、オープン化の評価項目に加えた。 



 

 

 20  

 

 

４．２ 仮説の評価 

 その評価結果は表４－２－１～２のとおり、各仮説ごとに期待効果のあることが検証できた。

なお、評価の詳細については図４－２－３～５を参照願いたい。 

仮説１ 対象は部門システムの範囲に限定されている 

    事例が少なく開発経験者も少ないことから教育面に不安はあるが、部門システムの範囲

でリスクが小さく先進技術の経験の場として取り組みやすい。また、テーマ選定も容易で価

格面にも手頃感があり、システムの操作性や拡張性のメリットも得やすい。 

仮説２ 従来のオフコンの分野がシステム化の対象となっている 

    オープンシステムはパッケージも豊富であり、さらに専門的なシステム知識がなくても導

入／運用が可能である。オフコン分野で求められている利用部門中心のシステム導入が可

能になり、オフコンに比べて安価なシステム構築が可能である。 

仮説３ 処理形態は従来方式の踏襲 

     従来同様のセンター集中型のシステム形態では、教育面や組織面から汎用機での開

発経験が生かせる。したがって、従来の開発経験を生かしながら投資コストが抑制できる。 

仮説４ 大量バッチ主体のシステムはない 

     各評価要素から見てバッチ処理をオープン化するメリットが見当たらない。すなわち、

バッチ処理システムのオープン化を試行する形態は、今後も現れてこないのではないだろう

か。 

仮説５ 利用部門主体の開発である 

     オープンシステムではパッケージが豊富であり、パッケージ活用を考えると専門的なシ

ステム知識がなくても導入／運用のできるシステム構築が可能である。さらに、オープン化に

よって投資コストの抑制や操作性の向上も期待できる。 

仮説６ 再構築／改造が多い 

    本仮説は、企業規模によって開発形態が異なるとの考えに基づくものであるが、我々部

会メンバーには規模の小さい企業の方の参加がなく評価が難しく、仮説の評価は今後の課

題にした。 

仮説７ 再構築は全社システムを部門システムとして再構築している 
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     汎用機での開発経験を生かしながらシステム開発が行えて、オープン化による投資コ

ストの抑制も実現できる。 

仮説８ 基幹システムよりも補助業務または情報利用系が中心 

     基幹システムを維持しつつ補助業務開発や情報系システム構築を行うことになり、専門

的なシステム知識がなくても導入／運用ができるシステムにしたい。 

     補助業務や情報系では分析処理や表示機能の拡張性や操作性が重要で、パッケー

ジを活用してシステムを構築したい。 

     このようなニーズに対応して、オープン化することで、操作性の優れた汎用パッケージ

を組み合わせた拡張性の高いシステムが容易に構築できるであろう。 

 

４．３ 仮説から見たオープンシステムの課題 

 前項ではオープンシステムに対する期待（メリット）を仮説ごとの視点から考察した。ここで

は、前述した３つの観点から、このメリットを活かし、より一層のオープン化を進めるうえで克

服すべき課題と考えられるポイントを説明する。 

仮説１ 対象は部門システムの範囲に限定されている 

 利用部門システムにならざるを得ない理由を考えるとき、オープンシステムの課題も明らか

となってくる。 

 技術的観点から見た最大の課題は、品質及び性能面である。品質に関しては、オープン

なシステム構成になればなるほど障害発生時の原因の特定が難しい。現 時点では、障害

発生時の影響範囲をなるべく狭くするという対応をとらざるを得ず、結果として利用部門に限

定されることになる。また、ＣＰＵの性能向上には めざましいものがあるが、それに比較してＩ

／Ｏ関連の性能はまだ全社システムを構築するには不十分な面がある。またサポート面で

は、特に連係機能における トータルなサポート（メーカー、インテグレータとも）が求められて

いる状況であり、このようなインテグレータによるトータルサポートを必要としない小規模 な

部門システム、あるいはパッケージソフトウエアを中心にした機能追及型のシステムを指向

することになることは容易に想像される。 

 教育的／組織的な課題は、まず参考となる事例が絶対的に少ないことが挙げられる。また

製品別／個別技術別の教育が中心であり、トータルな教育体制が十分整っているとは言え

ない。 

仮説２ 従来のオフコンの分野がシステム化の対象となっている 
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   従来のオフコンの分野に限定される傾向があるのも、仮説１と同様の課題があるからと言

える。さらに、オフコンに比較すればメーカーのサポートは不十分である。 

仮説３ 処理形態は従来型の踏襲。本格的なＣＳＳは少ない 

 オープンシステムのメリットを最大限に享受するためには、本来ＣＳＳ型のシステム構成に

する必要がある。しかし、現時点ではＣＳＳ対応型のシステム開発 方法論や開発ツールは

ほとんどなく、また、当然のことであるがＣＳＳ構築の経験も少ない。これこそが処理形態が従

来型になってしまう最大の原因であり、し たがって、最大の課題と言える。さらに技術的観

点からみれば、仮説１での考察と同様に、品質／性能面での不安が大きく、ＣＳＳ型でのシ

ステム構築を躊躇さ せる要因となっている。 

   教育的／組織的観点から見ても、ＣＳＳ対応の教育体制や事例がほとんどなく、運用も手

探りの状態であるために、仕方なく従来型の処理形態をとらざるを得なくなっている。この辺

りも大きな課題である。 

仮説４ 大量バッチ主体のシステムはない 

   この仮説が成り立つとすれば、大量のバッチ処理に対応できていない点がまさにオープ

ンシステムの課題である。特に周辺装置を含むＩ／Ｏ性能には不安が大きく、また、障害発

生時のリカバリ処理等、バッチ運用の確立が遅れていることは明らかである。 

仮説５ 利用部門主体の開発である 

   利用部門主体で開発を進めた結果、特に性能面でのトラブルが発生している例が見られ

る。特にデータベースへのアクセス、ネットワークのトラフィックなどの 設計に関しては、十分

な対策が必要である。現実には、ＩＳ部門の経験をいかし、最適なＤＢ設計、ＬＡＮ設計を行う

必要がある。また、マルチベンダーのシス テムに対するトータルサポートには不満があるた

め、どうしてもパッケージ中心のアプローチ（製品別教育によるスキルで対応できる範囲に限

定）になってしま う。 

 さらには、パッケージを積極的に利用することによるメリットも多い反面、ソフトウエアのバー

ジョンアップに対応していくと結果的に投資コストもかかって しまうという問題点もでてきてい

る。組織的には、完全な利用部門のみによるシステム開発はかなり困難であり、性能面での

課題を克服するという視点からも、 ＩＳ部門と利用部門の役割分担が重要になってくる。 

仮説６ 再構築は全社システムを部門システムとして再構築している 

   この仮説から考察される課題は、仮説１で見られた課題と仮説４で見られた課題そのもの

になると 思われる。加えて、いかにオープンシステムのメリット（特にＧＵＩ等の操作性の向上

及びシステムの拡張性）を享受できるようなシステムにするかが最大の課 題と言えよう。すな
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わち、オープンシステムのメリットをいかし、どのように基幹系の再構築を推進していくかが重

要なポイントとなる。 

仮説７ 基幹システムよりも補助業務または情報利用系が中心である 

  この仮説からも、一定レベルの品質、性能を実現するためのＣＳＳ対応の開発技法／ツー

ルが十分に 揃っていない点が大きな課題であることがうかがえる。特に情報利用系システ

ムの構築を考えた場合、大量データの検索における性能面の問題はキーと言えるだ ろう。

また、サポート面では、マルチベンダーのシステムにおける、インテグレータなどのトータル

サポートの充実が非常に強く求められている。 

 パッケージを利用する場合が多いだけに、仮説５で見られたソフトウエアのバージョンアップ

に関する 課題がある。さらにＣＳＳ型に対応した運用をいかに確立していくかも重要なポイ

ントになる。組織面からは、特にオープンシステムの持つリスクを最小限にし つつ、システム

導入の中心的役割をどのようにＩＳ部門から利用部門に移行していくかが当面の課題である。 

 このほかに、補助業務システム、情報利用系システムの構築を考える場合、それぞれ、ス

タッフシステムと呼べるようなユーザー系システム、利用すべき情報の元となる基幹系システ

ムとの連係が重要な課題であることは間違いない。 

 

４．４ 課題のまとめ 

（１）性能向上 

 これまで考察したように基本的なＣＰＵの性能はかなりのレベルに達しており、今後とも性

能向上は期待で きる。しかし、プリンタ、磁気テープ装置などの周辺装置を含めたＩ／Ｏ関

連の性能はまだまだメインフレームのレベルには遠く、Ｉ／Ｏ関連の性能向上が期待 される。

また情報利用系のシステムを考えた場合、ＤＢＭＳまで含めたＩ／Ｏ周辺の性能が重要にな

ってくる。 

（２）トータルサポートサービス 

 一部にはインテグレータによるトータルなサポートも出てきている。しかし、マルチベンダー

の環境におい て、システム、特にＣＳＳ型のシステムの計画、設計、開発・導入から定着化、

運用までをトータルでサポートするサービスは十分提供されている状況にはな い。今後は、

インテグレータだけでなくメーカーやソフトウエアベンダーも積極的にオープン化に対応し、

ユーザーが必要とするトータルサポートサービスをタ イムリーに受けられる環境を整えること

がオープン化をさらに加速すると期待される。 

（３）ＣＳＳ対応の技法／ツールの充実 



 

 

 24  

 

 従来型のシステム開発方法論や開発技法はかなり充実しているが、ＣＳＳ型に対応してい

るものは非常に少 ない。オープンシステムのメリットを享受するためには、ＣＳＳ型対応の開

発技法／ツールが充実し、本格的なＣＳＳが比較的容易に構築できる環境が整備され るこ

とが強く望まれる。 

（４）バッチ運用サポートの充実 

 基幹系のシステムをオープン化するためには、どうしても大量のバッチ処理を実行できる

環境が必要になる。こういった点から、Ｉ／Ｏ関連の性能の向上だけではなく、運用ツールの

充実や障害リカバリーなどを中心としたバッチの運用をサポートできる手段が必要になる。 

（５）積極的な取り組み 

 事例からみる限り、本格的なＣＳＳ構築はそれほど多くない。しかし、最も有効な教育は、Ｏ

ＪＴによる知識、経験の蓄積であり、各企業ともこれからのオープン化に向けて、試行錯誤を

重ねながらも積極的にオープンシステムにアプローチしていく必要がある。 

（６）情報交流の必要性 

 オープンシステムの構築事例がまだまだ少ないことは事実であるが、それ以上に各企業間

での情報交換を通 じた、事例、知識、スキルの共有化が不十分である。これまでは、システ

ム構築における事例は、各メインフレーマに蓄積され、ユーザーが自ら積極的に情報交 換

する必要はあまりなかった。しかし、オープンシステムにおいては、当然の結果としてマルチ

ベンダー環境でのシステム構築となり、今までのように一メー カーに情報が集中することは

難しくなる。したがって、ユーザー同士が積極的に情報交換し、自らのシステム開発に活か

す必要がある。 

（７）ＩＳ部門の意識改革 

 これにはいくつかの側面がある。まず第１に、これからはＰＣ化やパッケージ活用による“使

い捨て”的な システムが主流になると予想される。すなわち、大規模なシステムをすべてカ

スタムメイドで構築し、その後もメンテナンスに相当の工数、コストを投入し続け るよりも、小

型のハードウエア、パッケージ等を有効に利用し、迅速に作って早く効果を出し、ニーズと

合わなくなった場合には再作成を考えるような柔軟なシ ステム構築が求められると言えよう。

第２に上記の点と相まって、システム開発の主体をいかにうまく利用部門へ移行し、ＩＳ部門

が果たすべき役割に注力できるかもキーである。 

（８）その他 

 技術的観点、教育的／組織的観点以外には、最大の課題として、業務系システムと情報

利用系システムとの 連携が挙げられる。すなわち、業務系システムを中心に蓄積されたデ
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ータを情報系としていかに再構成し、スタッフ業務をサポートするような、いわゆるユー ザー

系システムに活用していくかが、今後ますます重要になる。したがって、このようなシステムに

いかにオープン化のメリットを活かしていくかが企業にとって重要な課題となる。 
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第５章 実例にみるオープンシステム 

 

５．１ 実例調査概要 

 文献事例から実態を把握し、仮説を検証するためアンケートを実施した。 

 (1)調査対象 

   前回のアンケート（ＪＵＡＳフォーラム10月号掲載）でオープンシステムを構築中と回答し

たＪＵＡＳ会員 

     企業のうち 39 社 

 (2)調査方法 

   前回の回答者にアンケート調査票を送付 

 (3)調査実施時期 

   平成６年２月中旬にＦＡＸで依頼、同下旬に回収 

 (4)回収率 

   56％（22 社 67 事例） 

 (5)調査の内容 

     １）オープンシステムの適用範囲、分野 

     ２）オープンシステムの開発形態 

     ３）オープンシステムの処理形態 等 

 

５．２ 調査結果 

 アンケート調査の結果を以下のように考察した。 

１）仮説１ 対象は部門システムの範囲が多い 

    設問１のＡ群の回答のうち、①未システム化分野の新規部門システムとしての位置づけ

のものと、②従来ホスト 
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でカバーしていた部門システム性格のものの置き換えの合計（①＋②）を部門システムの範

囲とした。 

２）仮説２ 従来のオフコン分野がシステム化の対象 

   設問１のＢ群の回答のうち、業務系における補助業務に類する処理、管理業務に類する

処理、蓄積され 

たデータの分析に類する処理の合計（②＋③＋④）をオフコン分野とした。 

３）仮説３ 処理形態は従来型の踏襲、本格的なＣＳＳは少ない 

    設問８の回答のうち、サーバーですべての処理を行い、クライアントはダム端末機能（エミ

ュレータ機能）、 

データ管理と計算処理はサーバーで行うが、画面制御はクライアント、サーバーはデータ管

理のみで、計 

算処理と画面制御はクライアント側の合計（①＋②＋④）を従来型とした。 

４）仮説４ 大量バッチ処理主体のシステムはない 

   設問９の回答のうち、①オープンシステムはバッチ処理には不向きである、②バッチ処理

をあえてオープンシ 

  ステム化する理由が見つからない、③今後の技術進歩をみて検討するの合計（①＋②＋

③）を否定的・懐疑的な意 

  見とした。 

５）仮説５ 利用部門主体の開発が多い 

    設問１のＣ群の回答のうち、①利用部門のみで開発・運用している、②利用部門主体で

開発・運用しており、 

  システム部門も必要に応じてサポート、③システム部門が開発・運用しているが、利用者部

門も相当参画しているの合計（①＋②＋③）を利用部門主体の開発とした。   

６）仮説６ 再構築／改造が多い 

   設問１のＡ群の回答のうち、②従来ホストでカバーしていた部門システム性格のものの置

き換え、④全社基幹 

  システム扱いで、従来ホスト処理で行っていたものの部分的置き換え、⑤全社的にシステ

ム全体の再構築を 

  行っているの合計（②＋④＋⑤）を再構築／改造とした。 

７）仮説７ 全社システムを部門システムとして再構築しているのが多い 
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   設問１のＡ群で再構築と答えた回答のうち、②従来ホストでカバーしていた部門システム

性格のものの置き 

  換え、④全社基幹システム扱いで、従来ホスト処理で行っていたものの部分的置き換えの

合計（②＋④）を部門 

  システムとして再構築しているとした。 

８）仮説８ 基幹業務より補助業務または情報利用系が中心 

    設問１のＢ群の回答のうち、②業務系の補助業務に類する処理、③管理業務に類する

処理、④蓄積されたデ 

ータの分析に類する処理の合計（②＋③＋④）を補助業務または情報利用系とした。 

以上の考え方に基づいた仮説と稼働中システムの結果の全体的な傾向を図５－２に示す。 

 

 

図５－２ 

 

５．３ 仮説の評価と考察 

 オープンシステムの利用実態について立てた仮説をアンケートから評価すると、次のように

なる。 

（１）適用範囲 

 部門システムの位置づけのものが基幹システムの位置づけのものを大きく上回っている

（69％）。この理由として、 
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  ・ ホストやその他システムにあるデータを活用するため 

  ・ 運用時間に束縛されず、部門が自由に使える環境を実現するため 

  ・ 規模が比較的小さく適用しやすい 

  ・ 先進技術を採り入れすい 

といった意見が多く、世の中の動向に敏感で先進技術に対して前向きに取り組んでいるよう

に感じられる。 

 一方、全社基幹業務への適用を行った理由として、 

  ・ ユーザーインタフェースの改善など使い勝手の良さを考えて 

  ・ 業務改革を進め、処理の分散化を目指したいため 

  ・ 部門のニーズに早く応えたいため 

 ・ 未システム化分野に早く対応するため 

という意見が多く、操作性などオープンシステムのメリットを享受できれば基幹システムにも

対象にしていきたいとの意欲が読み取れる。 

（２）適用分野 

 業務系の補助業務に類する処理、管理業務に類する処理、蓄積されたデータの分析に類

する処理などで 70％を超えており、支援業務や管理業務が多いことがわかる。 

 この分野は従来はオフコンの領域であり、オープンシステム採用の理由として、将来の方

向と考えたやパフォーマンスのよさとＧＵＩなど操作性のよさ、価格が安い、規模が適してい

るを挙げるものが多い。 

 事実、異機種間を接続するネットワークの拡張性、接続性が優れていること、高性能である

こと、ハードウエア価格が安いこと等、メリットは明らかであり、オフコンに対する優位性は高

い。 

 このような理由から、まだオープンシステムを採用していない企業についても、今後のシス

テム更改時にはオープン化が進むものと考えられる。 

 一方、基幹業務系に利用をしていると答えたものが約 24％もあり、今後は基幹系の業務そ

のものへの利用も拡がっていくことがうかがえる。 
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（３）処理形態 

 処理形態はＷＳとＰＣをＬＡＮで接続したクライアント／サーバー型（以下ＣＳＳと呼ぶ）を構

築し、画面 制御だけを分散するといった従来型のモデル（ホスト＋回線＋ダム端末）の形態

は 68％と多い。これはシステム構成はＣＳＳの形態をしているが、ＣＳＳのメ リットを生かした

本格的な使い方に至っていないことを表すものと考えられる。 

 逆に分散処理を行っているとの回答は 32％もあり、予想以上に分散処理が進んでいる。こ

の理由として、ネットワークＯＳやＲＤＢＭＳソフトを利用する場合が多く、これらはＣＳＳが前

提となっているためと考えられる。 

（４）大量バッチ処理について 

 大量バッチ処理については否定的・懐疑的な回答を寄せたのが多く（71％）、積極的にバ

ッチ処理もオープンシステム化するという回答と技術進歩を見ながら様子を見るとの回答を

合わせたものを大きく上回った。 

 否定的・懐疑的な回答の理由として、 

  ・ 現在は運用パッケージが少ない 

  ・ 大量バッチ処理のための記憶装置が未整備 

  ・ プリンタなど出力機器が少ないなど 

を挙げている。 

（５）開発形態 

 利用部門主体の開発は 19％、システム部門が開発・運用しているものに利用部門が積極

的に参画していると回答したものがちょうど半分あり、これらを合わせると利用部門が主体に

よる開発形態が多いといえる。 

（６）オープンシステム化へのアプローチ 

 オ－プンシステム化へのアプロ－チ方法としては、部門システムの置き換えや全社システ

ムの再構築のタイ ミングで実現したと回答したものなど再構築と考えられるものが 52％、こ

れまでシステム化していない業務を新規に実施したと回答したものが 48％と、ほぼ 半々に

分かれた。 

 このうち再構築のアプロ－チについては既に適用分野の項でも述べたが、システム更改を

機にメインフレ－ムからオ－プンシステムにダウンサイジングしているものと思われる。 
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（７）再構築は全社システムを部門システムへ 

 オ－プンシステムを利用して全社システムを部門システムに再構築したと回答したものが

圧倒的に多く（82％）、分散処理化が急速に進んでいるものと思われる。 

（８）業務内容 

 実施している業務は業務処理に密着した集計業務、管理業務、蓄積されたデ－タの分析

業務など補助業務や情報利用の回答で 70％を占め、強いＥＵＣ指向がうかがわれる。 

 

５．４ まとめ 

 アンケート結果は、８つの仮説それぞれの単純平均で約 70％の充足率を示しており、仮説

をほぼ裏付けていると言っても過言ではないが、仮説との多少の乖離部分をも含めて、オー

プンシステムについて以下のような傾向がうかがい知れる。 

（１）処理形態について 

 従来の「ホスト＋回線＋端末」システムを単に「ＥＷＳ＋ＬＡＮ＋ＰＣ」に置き換えただけで、

ダム端末機能やクライアント側での画面制御程度と予想していたが、実態としてより進んだも

のが多い。 

 もっとも、本来のＣＳＳといわれる分散処理形態はまだ少数であり、処理形態に関しては発

展途上にあると言えよう。 

（２）基幹業務系オープンシステム化について 

 仮説が示すように、全体としては部門システムが多いが、基幹業務そのものをオープンシ

ステムで構築・運 用していると答えたものが 27 件にも上っている。これらについては、後章

で述べるように、その実態をさらに詳しく調査して、ユーザーへ有益な情報として提 供され

るべきであろう。 

（３）オープンシステム化の動機 

 部門システムでは、 

・ ホストや他のシステム等にあるデータの活用を行うため 

・ 運用時間に束縛されず、部門が自由に使える環境を実現するため 

・ 先進技術を採り入れやすいから 
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との動機が大半であり、かなり前向きの姿勢であると言えよう。 

 少なくとも、当初予想していた「バックログの解消のため」や「部門決裁の範囲であるため」

といった後ろ向きのものは、ほとんどなかった。 

 さらに、全社基幹系システムでも、 

・ 使い勝手のよさを考えて（ユーザー・インタフェースの改善など） 

・ 業務改革を進め、処理の分散化を目指したい 

が２大要因とされており、やはり前向きの姿勢がうかがい知れる。 

 このような結果から、今後オープン化は加速度を付けながら進展を見せるものと思われる。 

（４）オープンシステム化に適用について 

 「業務系における補助業務」「管理業務」「データの分析等の処理業務」が多いのは、仮説

が証明しているとおりであるが、これは以下のようなことが言える。 

・ 大企業では、基幹系業務はほとんどが既にシステム化されており、残された分野や新た

に出現する分野が「補助業務」「管理業務」「分析等」であると言っても過言ではない。 

・ これら分野は、規模や性格からみて、ＧＵＩ等の操作性のよさ、自由な運用環境、非定型

の試行錯誤等々のオープン化メリットが享受しやすい類のものである。 

 一方、大量バッチ処理系については、否定的な意見が多かったが、技術的な様子見に代

表されるように、今後、パッケージ、記憶・出力装置等の改善・改良が実現すれば、この分野

においてもオープン化は進展するであろうと思われる。 

（５）オープン化への期待について 

 概ね満足しているという回答がほとんどであり、当初不満が多いであろうと予想していたこと

と大きな相違があった。 

 これを強いて推測すれば、 

・ 仮説が示すように、従来オフコン対応であったもののオープン化については、特にオペレ

ーターを要しないといった運用面やパッケージがかなり利用できるので、極端に不満が生じ

なかった。 
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・ 開発時から利用部門の関与度合いが増してきており、システム運用の段階では部門の習

熟度が相当高まっている。 

・ 先進ユーザーが多く、オープン化を進めるにあたって、もともとコストや使い勝手のよさ等

を十分意識していた。 
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第６章 おわりに 

 

６．１ 今後の留意点 

 前提として、「技術や導入の面からは、同じ技術交流委員会の他の２つの部会に譲り、もっ

ぱら組織や適用分野の面からエンドユーザーの立場」で総括した。 

① オープン化は、今後加速度を増して進展するであろうと思われるが、特に民間企業にお

いては、単にコスト安や操作性向上といった面よりは業務革新の考え方を 根底に置き、そ

の企業の競争力やトータル生産性向上といった中長期戦略をいかに達成するかの視点が

重要で、この視点があればこそ分散化やダウンサイジング が真に実現可能と思われる。 

② 来るべき本格的なオープン化の時代の備え、既に芽生えつつある部門開発指向をうまく

育て、かつ開発・運用両面で積極的にパッケージや汎用ソフトを利用する ことが成功のポイ

ントと言っても過言ではなく、そのためにはシステム部門のレベルアップもさることながら、利

用部門・者に中心が移ることが主流と見られる ので、この層に対する情報リテラシー教育が

不可欠と思われる。また、最大の課題と思われる。 

③ 日本経済が低迷している現下の情勢では、新たな情報化投資は慎重に行うべきであり、

むしろバブルと言われた時代に積極的に投資されたハード・ソフト等、現有リソースをフルに

活用し、前述２点に重点を絞ったマネジメントが最も適切であると言えよう。 

④ 蛇足ながら、オープン化を進めるにあたっては、前章まとめを参考にして対象業務・分野

を絞れば参考事例は相当存在すると思われるので、パイオニア的苦労は回避可能であろ

う。 

 

６．２ 今後の研究活動に向けて 

 本年は、初年度ということもあって、現状を仮説のもとに表層的に把握し分析した結果、得

るところも多々あったが、もっと深く掘り下げユーザーの具体的指針を提供するにはいたらな

かった。 

 また時間的制約もあり、実例調査の対象が日本情報システム・ユーザー協会の大企業会

員になっているので、中堅企業やさらに規模の小さい企業の実態が把握できていない。 

 このような観点から、次年度以降の研究課題としては、アンケート結果をも踏まえて、基幹

業務系のオープ ンシステム、特に大量バッチシステムに関して、先進ユーザーの実態を、

その構築プロセスにまで踏み込んだ調査を行い、実務に役立つ資料の提供中堅・小規模 
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企業のオープンシステムの実態調査と大企業と比較しての特長や問題点の考察などが求め

られる。 
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